
 

 

第３回戦術委員会確認事項 
 

２０２５年２月１９日 

全日本金属産業労働組合協議会 

（金属労協／ＪＣＭ） 

 

金属労協は、第３回戦術委員会において、集計対象組合を中心とした要求状況・交渉状況

を把握し、今後の交渉に臨む基本姿勢を以下のとおり確認した。 

 

１．金属労協の闘争方針を踏まえた産別要求基準に基づき、各組合は要求を行い、交渉を展

開している。 

① 本日現在、集計対象組合53組合のうち、51組合が要求を提出し、すべての組合が賃上げ

を要求し、交渉を行っている。賃上げ要求額の平均は15,515円となり、2014年闘争以降、

最も高い要求となっている。 

② 一時金は、交渉によって決定する30組合が要求し、交渉を行っている。 

③ 企業内最低賃金協定については、29組合が要求または協議を申し入れている。その他の

組合においても、賃上げ等に連動して引き上げに取り組んでいる。 

④ 休日増を含む労働時間短縮や３６協定特別条項限度時間の引き下げなど働き方の見直

し、キャリア形成支援、仕事と育児・介護との両立支援、60歳以降の雇用のあり方等に

ついて、それぞれの産別方針の下で、要求し、交渉を行っている。 

⑤ 非正規雇用の労働者については、賃上げや一時金など、賃金・労働諸条件の改善に向け

て、要求または協議を申し入れている。 

 

２．経営側は、昨今の物価動向や「人への投資」の重要性から、賃上げの必要性については理

解を示している。一方、具体的な水準については、賃上げが固定的な負担増となることも

踏まえた上で、足元の支払い能力や、中長期的な事業戦略等に基づいて、慎重に判断すべ

きとしている。 

 

３．2025年闘争では、「人への投資」により、実質賃金の向上を図り、経済の好循環につなげ

ていく観点から、金属労協全体で昨年を上回る賃上げを要求している。中長期的な労働分

配率の低下や主要先進国で最も低い賃金水準などの課題を解決するには、2023年闘争を起

点とした積極的な賃上げを定着させていく必要があり、今次闘争はその重要な分かれ目と

なる闘争である。成果が実感できる賃上げの実現に向け、金属労協が牽引役を果たしてい

くとの自負を持ち、今後の取り組みを進めていく。 

そのため、金属労協として価格転嫁を含む適正取引の確立など環境整備に取り組み、中

小を含めたＪＣ共闘全体で実質賃金の向上を実現する。 

 

４．次回、第４回戦術委員会は、２月27日に開催する。 

以上 


